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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

提出会社の経営指標等
 

回次
第84期
第３四半期
累計期間

第85期
第３四半期
累計期間

第84期
第３四半期
会計期間

第85期
第３四半期
会計期間

第84期

会計期間

自　平成21年
　　４月１日
至　平成21年
　　12月31日

自　平成22年
　　４月１日
至　平成22年
　　12月31日

自　平成21年
　　10月１日
至　平成21年
　　12月31日

自　平成22年
　　10月１日
至　平成22年
　　12月31日

自　平成21年
　　４月１日
至　平成22年
　　３月31日

売上高 (千円) 2,136,1196,668,257872,7362,004,3813,679,173

経常利益又は
経常損失(△)

(千円) △585,722 639,413△162,829 139,036△499,518

四半期純利益又は
四半期(当期)純損失(△)

(千円) △353,027 325,931△101,703 77,712△315,159

持分法を適用した
場合の投資利益

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) ― ― 2,050,1862,050,1862,050,186

発行済株式総数 (株) ― ― 32,624,00032,624,00032,624,000

純資産額 (千円) ― ― 2,771,2623,167,6032,839,226

総資産額 (千円) ― ― 7,429,95910,423,9108,295,408

１株当たり純資産額 (円) ― ― 85.23 97.57 87.33

１株当たり
四半期純利益又は
四半期(当期)純損失(△)

(円) △10.86 10.03 △3.13 2.39 △9.69

潜在株式調整後
１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり配当額 (円) 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

自己資本比率 (％) ― ― 37.3 30.4 34.2

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 484,170 952,481 ― ― 689,649

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △26,563 △66,592 ― ― △34,666

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △1,158,129△226,899 ― ― △902,540

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) ― ― 502,8181,609,731955,845

従業員数 (名) ― ― 138 136 135

 
(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
３　当社は、四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、第３四半期連結累計(会計)期間等に係る主要な経営指標等
の推移については、記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第３四半期会計期間において、当社及び当社の関係会社において営まれている事業の内容について、重要な変

更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。

 

３ 【関係会社の状況】

当第３四半期会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

 

４ 【従業員の状況】

提出会社の状況

平成22年12月31日現在

従業員数(名) 136

(注)　従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員であります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

当社は、各種工作機械の製造販売およびそれに関連、附帯する一切の事業活動を展開しておりますが、事業分野

においては、工作機械に関する単一の事業分野であります。

したがって、単一の事業部門で組織されているため、それぞれ次の区分で記載しております。

 

(1) 生産実績

当第３四半期会計期間における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。
 

セグメントの名称 生産高(千円) 前年同四半期比(％)

工作機械事業 2,379,881 ―

(注) １　機種別による内訳は、以下のとおりであります。
 

機種 生産高(千円) 前年同四半期比(％)

ラップ盤 1,840,729 ＋399.0

ホブ盤 153,230 ＋95.8

フライス盤 ― ―

レンズ加工機 ― ―

ＣＭＰ・ＣＭＧ 79,008 ＋30,889.7

部品 297,412 △18.3

歯車 9,500 ＋66.9

合計 2,379,881 ＋170.8

２　金額は、販売価格によっております。

３　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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(2) 受注実績

当第３四半期会計期間における受注実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。
 

セグメントの名称 受注高(千円)
前年同四半期比

(％)
受注残高(千円)

前年同四半期比
(％)

工作機械事業 1,232,412 ― 2,266,611 ―

(注) １　機種別による内訳は、以下のとおりであります。
 

機種 受注高(千円)
前年同四半期比

(％)
受注残高(千円)

前年同四半期比
(％)

ラップ盤 532,772 △25.9 1,308,376 ＋20.5

ホブ盤 240,726 ＋181.0 397,420 ＋162.4

フライス盤 22,000 ― 22,000 △4.3

レンズ加工機 ― ― ― ―

ＣＭＰ・ＣＭＧ 80,008 ＋31,281.9 226,000 ＋5,694.9

部品 342,104 △7.2 302,115 ＋2.1

歯車 14,800 ＋160.1 10,700 ＋101.9

合計 1,232,412 △1.2 2,266,611 ＋38.9

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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(3) 販売実績

当第３四半期会計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

 

セグメントの名称 販売高(千円) 前年同四半期比(％)

工作機械事業 2,004,381 ―

(注) １　主な輸出先及び輸出販売高に対する割合は次のとおりであります。

(　)内の数値は総販売実績に対する輸出高の割合であります。
 

輸出先

前第３四半期会計期間 当第３四半期会計期間

販売高(千円) 割合(％) 販売高(千円) 割合(％)

東南アジア 336,434 62.3 1,312,524 81.1

東アジア 178,464 33.0 301,766 18.6

その他 25,423 4.7 4,816 0.3

計
540,322
(61.9％)

100.0
1,619,107
(80.8％)

100.0

２　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合
 

相手先

前第３四半期会計期間 当第３四半期会計期間

販売高(千円) 割合(％) 販売高(千円) 割合(％)

HOYA GLASS DISK 
PHILIPPINES,INC.

― ― 614,262 30.6

KONICA MINOLTA GLASS 
TECH(M) SDN.BHD.

120,560 13.8 490,326 24.5

HOYA GLASS DISK THAILAND 
LTD.

168,371 19.3 184,806 9.2

信越半導体(株) 88,687 10.2 25,869 1.3

３　機種別による内訳は、以下のとおりであります。
 

機種 販売高(千円) 前年同四半期比(％)

ラップ盤 1,465,229 ＋303.9

ホブ盤 153,230 ＋95.8

フライス盤 ― ―

レンズ加工機 ― ―

ＣＭＰ・ＣＭＧ 79,008 ＋30,889.7

部品 297,412 △18.3

歯車 9,500 ＋66.9

合計 2,004,381 ＋129.7

４　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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２ 【事業等のリスク】

当第３四半期会計期間における、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投

資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等

のリスク」についての重要な変更はありません。

なお、重要事象等は存在しておりません。

 

３ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社が判断したものであります。

(1) 経営成績の分析

当第３四半期会計期間におけるわが国経済は、アジアを中心とした新興国経済の回復に伴う輸出の増加や政

府の家計支援策による個人消費の拡大などを背景に、緩やかに回復しつつあるものの、円高の進行や欧州諸国の

景気減速懸念、および政策効果の縮小等により、先行きに対する不透明感は払拭されておりません。

このような環境下、当社は、ＩＣＴ分野の主に電子・電機関連業界への積極的な販売活動の展開や生産活動の

一層の効率化の推進、ならびに、コスト管理の徹底等を進め、収益力の向上に努めてまいりました。

この結果、当第３四半期会計期間の経営成績につきましては、売上高は2,004百万円(前年同四半期比129.7％

増)、営業利益は154百万円(前年同四半期は営業損失167百万円)、経常利益は139百万円(前年同四半期は経常損

失162百万円)、四半期純利益は77百万円(前年同四半期は四半期純損失101百万円)となりました。

なお、セグメント別では、当社は、１工場で、工作機械の製造を行い、販売するという単一事業を展開しており

ます。

そこで、セグメント別の「工作機械事業」としては、上記のとおりですが、以下「機種別」に市場動向、販売状

況等を補足させていただきます。

①　ラップ盤

半導体シリコンウエーハ向設備は漸く動き始め、売上への寄与は第４四半期以降となる見込みですが、デジ

タル家電向各種ガラス基板およびＬＥＤ用サファイア基板増産のための設備需要は、一時期より勢いは鈍化

したものの継続しており、水晶部品加工向設備需要も堅調に推移した結果、売上高は1,465百万円(前年同四半

期比303.9％増)となりました。

②　ホブ盤、フライス盤

ホブ盤は国内および東アジアで中・小型モーター、自動車部品等の加工用に需要はあったものの、フライス

盤は当四半期の売上に寄与せず、売上高は153百万円(前年同四半期比9.4％増)となりました。

③　ＣＭＰ・ＣＭＧ

半導体の需要回復を受けて、半導体メーカーの設備投資が再開しつつあり、売上高は79百万円(前年同四半

期比30,889.7％増)となりました。
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④　部品、歯車

半導体、デジタル家電市場の需要回復により、顧客の既存設備の稼働率は高水準にあり、消耗部品に対する

需要は堅調であるものの、大口案件の受注のずれ込み等により、売上高は306百万円(前年同四半期比17.0％

減)となりました。

 

(2) 財政状態の分析

(流動資産)

当第３四半期会計期間末における流動資産の残高は6,304百万円で、前事業年度末に比べ2,002百万円増加

しております。受取手形及び売掛金の売上債権の増加958百万円、現金及び預金の増加653百万円が主な要因で

あります。

(固定資産)

当第３四半期会計期間末における固定資産の残高は4,118百万円で、前事業年度末に比べ126百万円増加し

ております。有形固定資産の増加160百万円が主な要因であります。

(流動負債)

当第３四半期会計期間末における流動負債の残高は5,536百万円で、前事業年度末に比べ3,492百万円増加

しております。支払手形及び買掛金の仕入債務の増加1,819百万円、１年内返済予定の長期借入金の増加1,500

百万円が主な要因であります。

(固定負債)

当第３四半期会計期間末における固定負債の残高は1,719百万円で、前事業年度末に比べ1,691百万円減少

しております。長期借入金の減少2,209百万円が主な要因であります。

(純資産)

当第３四半期会計期間末における純資産の残高は3,167百万円で、前事業年度末に比べ328百万円増加して

おります。四半期純利益により利益剰余金が325百万円増加しております。

 

(3) キャッシュ・フローの状況の分析

①　当第３四半期会計期間

当第３四半期会計期間末における現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は、第２四半期会計期間末に

比べ438百万円増加し、当第３四半期会計期間末には、1,609百万円となりました。

当第３四半期会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

1)　営業活動によるキャッシュ・フロー

営業活動の結果得られた資金は707百万円(前年同四半期は74百万円の支出超)となりました。

収入の主な内訳は、売上債権の減少額990百万円、たな卸資産の減少額265百万円であり、支出の主な内訳

は、仕入債務の減少額652百万円であります。

2)　投資活動によるキャッシュ・フロー

投資活動の結果支出した資金は38百万円(前年同四半期は６百万円の支出)となりました。

これは、主に有形固定資産の取得による支出34百万円によるものであります。

3)　財務活動によるキャッシュ・フロー

財務活動の結果減少した資金は229百万円(前年同四半期は262百万円の減少)となりました。

これは、主に長期借入金の返済によるものであります。
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②　当第３四半期累計期間

当第３四半期会計期間末における現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は、前事業年度末に比べ653

百万円増加し、当第３四半期会計期間末には、1,609百万円となりました。

当第３四半期累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

1)　営業活動によるキャッシュ・フロー

営業活動の結果得られた資金は952百万円(前年同四半期比96.7％増)となりました。

収入の主な内訳は、仕入債務の増加額1,819百万円、税引前四半期純利益593百万円であり、支出の主な内

訳は、売上債権の増加額958百万円、たな卸資産の増加額640百万円であります。

2)　投資活動によるキャッシュ・フロー

投資活動の結果支出した資金は66百万円(前年同四半期は26百万円の支出)となりました。

これは、主に有形固定資産の取得による支出49百万円であります。

3)　財務活動によるキャッシュ・フロー

財務活動の結果減少した資金は226百万円(前年同四半期は1,158百万円の減少)となりました。

これは、主に長期借入金の返済によるものであります。

 

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期会計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題は

ありません。

なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等

(会社法施行規則第118条第３号に掲げる事項)は次のとおりであります。

①　基本方針の内容

上場会社である当社の株式は株主、投資家のみなさまによる自由な取引が認められており、当社の株式に対

する大規模買付提案またはこれに類似する行為があった場合においても、一概に否定するものではなく、最終

的には株主のみなさまの自由な意思により判断されるべきであると考えます。

しかしながら、近年わが国の資本市場においては、対象となる企業の経営陣の賛同を得ずに、一方的に大規

模買付提案またはこれに類似する行為を強行する動きが顕在化しております。

これらの大規模買付提案の中には、濫用目的によるものや、株主のみなさまに株式の売却を事実上強要する

おそれのあるもの等、企業価値ひいては株主共同の利益を毀損するおそれをもたらすものも少なくありませ

ん。

当社の財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方としては、経営の基本理念、企業価値のさまざま

な源泉、当社を支えるステークホルダーとの信頼関係を十分に理解し、当社の企業価値ひいては株主共同の利

益を中長期的に確保、向上させる者でなければならないと考えております。

したがいまして、企業価値ひいては株主共同の利益を毀損するおそれのある不適切な大規模買付提案また

はこれに類似する行為を行う者は、当社の財務および事業の方針の決定を支配する者として不適切であると

考えます。

EDINET提出書類

浜井産業株式会社(E01492)

四半期報告書

 9/35



②　基本方針実現のための取り組みの概要

1)　会社の財産の有効な活用、適切な企業集団の形成その他の基本方針の実現に資する特別な取り組み

当社は、長期的に競争力を維持し、一層の業容の拡大および収益力の強化により、確固たる経営基盤を構

築し、企業価値ひいては株主共同の利益の向上をはかるため、平成20年３月、「中期経営計画」(平成20年度

～平成22年度)を策定し、現在遂行中であります。

この「中期経営計画」のもと、当社は、グローバル企業としての国内外での販売網・販売拠点の整備を進

め、新製品の開発力を強化し、さらなる生産性の向上と財務体質の強化を通じて、戦略的な設備投資を継続

して行いうる市況変動に強い企業体質を目指します。

具体的には、(ⅰ)他社と差別化した高品質かつ高機能の新製品の開発力・開発体制の強化、(ⅱ)従来の

ユーザーへの密着営業に加え、新規顧客の開拓および海外新市場の開拓等営業体制の強化、(ⅲ)顧客サービ

スの向上を目指し、子会社と連携して国内外でのテクニカルサービス体制の構築、(ⅳ)技術部門等戦略的分

野への人員積極投入とそのための人員確保および人材育成などの施策に重点的に取り組んでおります。

また、当社経営陣の株主のみなさまに対する経営責任の明確化の一環として、平成18年６月29日開催の当

社第80回定時株主総会において取締役の任期を１年としております。

その他、会社法のもとでの内部統制システム構築の基本方針についても決議を行っており、今後とも一層

のコーポレート・ガバナンスの強化と経営の透明性をはかり、企業価値の向上と株主共同の利益の確保・

向上を目指す所存であります。

2)　会社の支配に関する基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務および事業の方針の決定が支配

されることを防止するための取り組み

当社は、平成20年１月28日開催の当社取締役会において、「当社株式の大規模買付行為に関する対応策」

(以下、「本プラン」といいます。)を決議し、導入いたしました。

本プランの概要は以下のとおりですが、詳細につきましては、当社ウェブサイト(http://www.hamai.com)

をご参照ください。

本プランの概要は以下のとおりです。

＜本プランの概要＞

(ⅰ)本プランの対象となる当社株券等の買付

本プランにおける当社株式の大規模買付行為とは、特定株主グループの議決権割合を20％以上とする

ことを目的とする当社株券等の買付行為、または結果として特定株主グループの議決権割合が20％以上

となる買付行為をいい、係る買付行為を行う者を大規模買付者といいます。
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(ⅱ)大規模買付ルールの設定

本プランは、大規模買付者に対して大規模買付ルールにしたがうことを求めるものです。

大規模買付ルールは、大規模買付行為が開始される前に、株主のみなさまが適切な判断をするために必

要な情報や時間を確保することを目的としているもので、一定の合理的なルールにしたがって買付行為

が行われることが、企業価値ひいては株主共同の利益に合致するものとの考えに基づくものです。

具体的には、(a)当社取締役会の恣意的判断を排除し、株主のみなさまのための実質的かつ合理的な判

断を行う諮問機関としての独立委員会の設置、(b)大規模買付者への意向表明書の提出要求、(c)大規模買

付者への大規模買付に関する情報(以下、「必要情報」といいます。株主のみなさまの判断および当社取

締役会としての意見形成のための情報)の提供要求、(d)必要情報の提供完了後最長60日間(対価を円貨の

現金のみとする公開買付による場合)または90日間(その他の大規模買付行為の場合)の取締役会検討期

間の設定、(e)大規模買付者が大規模買付ルールを遵守しなかった場合、遵守した場合でも当社の企業価

値ひいては株主共同の利益の確保・向上に反する場合に、当社がその時点で適切と考える一定の対抗措

置を講じることができる等が、大規模買付ルールの主な内容です。

(ⅲ)対抗措置の発動

大規模買付者が大規模買付ルールを遵守しなかった場合または大規模買付ルールが遵守されている場

合であっても、大規模買付行為が当社に回復し難い損害をもたらすなど当社の企業価値ひいては株主共

同の利益を著しく損なうと判断される場合には、当社取締役会は、当社の企業価値ひいては株主共同の利

益を守ることを目的として、新株予約権の無償割当等会社法その他の法律および当社定款により認めら

れている対抗措置をとることがあります。

なお、その対抗措置の仕組み上、株主のみなさまが、法的権利または経済的側面において格別の損失を

被るような事態が生じることは、想定しておりません。

(ⅳ)有効期間

本プランの有効期間は、平成20年６月27日開催の当社第82回定時株主総会終結の時から平成23年６月

に開催予定の当社定時株主総会終結の時までの３年間とします。

但し、係る有効期間の満了前であっても、(a)当社株主総会において本プランを廃止する旨の決議が行

われた場合、または(b)当社取締役会により本プランを廃止する旨の決議が行われた場合には、本プラン

はその時点で廃止されるものとします。

3)　具体的取り組みに対する当社取締役の判断およびその理由

会社の支配に関する基本方針の実現に資する取り組みは、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を向

上させるための施策であり、まさに会社の支配に関する基本方針に沿うものであります。

また、本プランは、(ⅰ)買収防衛策に関する指針の要件を充足していること、(ⅱ)株主共同の利益を損な

うものではないこと、(ⅲ)株主意思を反映するものであること、(ⅳ)独立性の高い社外者の判断を重視する

ものであること、(ⅴ)デッドハンド型およびスローハンド型買収防衛策ではないこと等、会社の支配に関す

る基本方針に沿い、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に合致し、当社の会社役員の地位の維持を目的

とするものではないと考えております。
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(5) 研究開発活動

当第３四半期会計期間の研究開発活動において、発生した研究開発費はありません。

 

(6) 経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

当社を取り巻く事業環境は、新興国、特に中国等のアジア地域への輸出、いわゆる外需に牽引される形で、緩や

かな回復基調は続いているものの、先行きは、長期化する円高の影響や南欧諸国の財政危機の行方の不透明感か

ら、やや鈍化する兆しが出始めております。

国内の需給ギャップは、容易に埋まらず、デフレの長期化も懸念され、企業の設備の過剰感は払拭されておら

ず、設備投資には慎重な姿勢が継続しております。

したがって、今後の景気の先行きは、輸出の動向に依存する部分が大きいものと思われます。

このような事業環境下、当社の主要販売先であります電子・電機関連業界は、今やその製品があらゆる産業分

野、生活必需品、耐久消費財全般に使われるようになってきております。

当社といたしましても、各種ガラス基板、半導体シリコンウエーハ、ＬＥＤ向サファイア基板、水晶等の加工向

ラップ盤の開発、改良、販売に一層注力し、合わせて適正な売価設定、原価低減諸施策の推進、海外新市場の開拓

等を通じて、さらなる業容の拡大、収益基盤の強化に引き続き努力してまいります。

 

(7) 経営者の問題認識と今後の方針について

当社の経営陣は、以下の７つの対処すべき課題に積極的に取り組み、現在推進中の「中期経営計画」(平成20

年度～平成22年度)を達成し、中長期的な成長とより強固な経営基盤の構築を目指しております。

７つの課題とは、①新製品の開発力・開発体制の強化、②営業体制の強化、③子会社との連携強化、④戦略的分

野への人員の拡充と人材育成、⑤内部統制システムの充実と業務管理体制の向上、⑥環境保全・ＣＳＲ活動への

取組推進、⑦安定した収益の確保とさらなる製品品質向上等でありますが、これらの課題を着実にクリアーし、

さらなる業容の拡大、収益力の強化を通じて、企業価値の一層の向上にも努めてまいります。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第３四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

 

(2) 設備の新設、除却等の計画

前四半期会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、除却等について、重要な変更並びに重要な設備計画

の完了はありません。

また、当第３四半期会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 80,000,000

計 80,000,000

 

② 【発行済株式】

 

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成22年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成23年２月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 32,624,00032,624,000
株式会社東京証券
取引所(市場第二部)

単元株式数は1,000株であり
ます。

計 32,624,00032,624,000― ―

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成22年12月31日 ― 32,624,000 ― 2,050,186 ― ―

 

(6) 【大株主の状況】

大量保有報告書の写しの送付がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりません。
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(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日(平成22年９月30日)に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

 

① 【発行済株式】

平成22年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式　　143,000

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 32,191,000 32,191 ―

単元未満株式 普通株式　　290,000 ― ―

発行済株式総数 32,624,000― ―

総株主の議決権 ― 32,191 ―

(注)　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が2,000株(議決権２個)含まれておりま

す。

 

② 【自己株式等】

平成22年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
浜井産業株式会社

東京都品川区西五反田
五丁目５番15号

143,000 ― 143,000 0.4

計 ― 143,000 ― 143,000 0.4

(注)　株主名簿上は、当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が2,000株(議決権２個)あります。

なお、当該株式は上記「発行済株式」の「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式に含めております。

 

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

 

月別
平成22年
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高(円) 162 149 174 163 157 150 134 131 147

最低(円) 128 110 131 133 122 125 115 111 124

(注)　最高・最低株価は、株式会社東京証券取引所市場第二部におけるものであります。
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３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１　四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第

63号。以下「四半期財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前第３四半期会計期間(平成21年10月１日から平成21年12月31日まで)及び前第３四半期累計期間(平成21

年４月１日から平成21年12月31日まで)は、改正前の四半期財務諸表等規則に基づき、当第３四半期会計期間(平成

22年10月１日から平成22年12月31日まで)及び当第３四半期累計期間(平成22年４月１日から平成22年12月31日ま

で)は、改正後の四半期財務諸表等規則に基づいて作成しております。

 

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期会計期間(平成21年10月１日から平成

21年12月31日まで)及び前第３四半期累計期間(平成21年４月１日から平成21年12月31日まで)に係る四半期財務

諸表並びに当第３四半期会計期間(平成22年10月１日から平成22年12月31日まで)及び当第３四半期累計期間(平

成22年４月１日から平成22年12月31日まで)に係る四半期財務諸表について、新日本有限責任監査法人により四半

期レビューを受けております。

 

３　四半期連結財務諸表について

「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第64号)第５条第２項によ

り、当社では、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目からみて、当企業集団

の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいも

のとして、四半期連結財務諸表は作成しておりません。

なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次のとおりであります。

①　資産基準 0.2％

②　売上高基準 0.0％

③　利益基準 △0.0％

④　利益剰余金基準 △0.2％

※会社間項目の消去後の数値により算出しております。

なお、利益基準を適用するにあたり、事業年度ごとに損益の額が著しく変動しているため、最近５年間の平均を

用いております。
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１【四半期財務諸表】
(1)【四半期貸借対照表】

（単位：千円）

当第３四半期会計期間末
(平成22年12月31日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,609,731 955,845

受取手形及び売掛金 ※２, ※３
 2,490,518 1,531,827

商品及び製品 297,492 －

仕掛品 1,516,830 1,414,473

原材料及び貯蔵品 113,931 81,262

その他 276,488 319,536

流動資産合計 6,304,992 4,302,945

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 963,170 978,494

土地 2,276,497 2,276,497

その他（純額） 459,987 284,363

有形固定資産合計 ※１
 3,699,655

※１
 3,539,356

無形固定資産 1,936 1,936

投資その他の資産

投資有価証券 165,913 188,978

その他 265,360 283,407

貸倒引当金 △13,948 △21,215

投資その他の資産合計 417,325 451,170

固定資産合計 4,118,917 3,992,463

資産合計 10,423,910 8,295,408

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※３
 3,273,531 1,453,886

短期借入金 200,000 200,000

1年内返済予定の長期借入金 1,625,996 125,996

未払法人税等 88,259 －

製品保証引当金 42,232 14,333

その他 306,591 250,357

流動負債合計 5,536,611 2,044,572

固定負債

社債 500,000 －

長期借入金 472,841 2,682,338

退職給付引当金 455,120 464,977

資産除去債務 27,439 －

その他 264,294 264,294

固定負債合計 1,719,695 3,411,609

負債合計 7,256,306 5,456,182
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（単位：千円）

当第３四半期会計期間末
(平成22年12月31日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成22年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 2,050,186 2,050,186

利益剰余金 1,108,387 782,491

自己株式 △25,737 △19,018

株主資本合計 3,132,836 2,813,658

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 41,760 37,350

繰延ヘッジ損益 △6,992 △11,782

評価・換算差額等合計 34,767 25,567

純資産合計 3,167,603 2,839,226

負債純資産合計 10,423,910 8,295,408
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(2)【四半期損益計算書】
【第３四半期累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年12月31日)

売上高 2,136,119 6,668,257

売上原価 2,225,588 5,334,190

売上総利益又は売上総損失（△） △89,469 1,334,067

販売費及び一般管理費

販売手数料 26,172 41,037

荷造運搬費 38,458 110,063

役員報酬 68,666 87,989

従業員給料 102,026 101,749

従業員賞与 13,020 39,529

退職給付費用 9,367 11,802

その他 238,168 266,116

販売費及び一般管理費合計 495,879 658,288

営業利益又は営業損失（△） △585,349 675,778

営業外収益

受取利息 341 143

受取配当金 1,915 2,516

不動産賃貸料 4,153 4,190

助成金収入 42,524 －

物品売却益 736 4,242

その他 11,611 17,145

営業外収益合計 61,283 28,237

営業外費用

支払利息 46,750 36,872

社債発行費 － 10,539

為替差損 3,654 7,925

支払手数料 8,675 6,410

その他 2,576 2,855

営業外費用合計 61,656 64,603

経常利益又は経常損失（△） △585,722 639,413

特別利益

関係会社株式売却益 4,374 －

貸倒引当金戻入額 27,369 357

償却債権取立益 5,157 －

特別利益合計 36,901 357

特別損失

固定資産除却損 － 1,259

投資有価証券評価損 5,000 31,663

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 13,684

特別損失合計 5,000 46,607

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失（△） △553,821 593,163

法人税、住民税及び事業税 4,571 81,779

法人税等調整額 △205,365 185,452

法人税等合計 △200,794 267,231

四半期純利益又は四半期純損失（△） △353,027 325,931
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【第３四半期会計期間】
（単位：千円）

前第３四半期会計期間
(自 平成21年10月１日
　至 平成21年12月31日)

当第３四半期会計期間
(自 平成22年10月１日
　至 平成22年12月31日)

売上高 872,736 2,004,381

売上原価 878,622 1,623,346

売上総利益又は売上総損失（△） △5,886 381,034

販売費及び一般管理費

販売手数料 8,493 15,937

荷造運搬費 14,277 32,411

役員報酬 22,627 32,575

従業員給料 32,646 33,897

従業員賞与 5,108 11,057

退職給付費用 2,883 3,988

その他 75,834 96,317

販売費及び一般管理費合計 161,871 226,184

営業利益又は営業損失（△） △167,757 154,849

営業外収益

受取利息 33 36

受取配当金 851 1,478

不動産賃貸料 1,197 1,438

助成金収入 12,773 －

物品売却益 337 1,375

その他 3,265 4,122

営業外収益合計 18,458 8,450

営業外費用

支払利息 13,180 11,778

社債発行費 － 10,539

為替差損 － 1,610

支払手数料 － 0

その他 349 335

営業外費用合計 13,530 24,263

経常利益又は経常損失（△） △162,829 139,036

特別利益

投資有価証券評価損戻入益 － 2,222

貸倒引当金戻入額 － 345

特別利益合計 － 2,567

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失（△） △162,829 141,604

法人税、住民税及び事業税 1,523 31,629

法人税等調整額 △62,650 32,262

法人税等合計 △61,126 63,892

四半期純利益又は四半期純損失（△） △101,703 77,712
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(3)【四半期キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第３四半期累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失
（△）

△553,821 593,163

減価償却費 130,491 122,853

貸倒引当金の増減額（△は減少） △27,369 △7,267

製品保証引当金の増減額（△は減少） △7,795 27,899

退職給付引当金の増減額（△は減少） △17,731 △9,856

受取利息及び受取配当金 △2,257 △2,659

支払利息 46,750 36,872

社債発行費 － 10,539

為替差損益（△は益） 3,217 5,132

支払手数料 8,675 6,410

固定資産除却損 － 1,259

投資有価証券評価損益（△は益） 5,000 31,663

関係会社株式売却損益（△は益） △4,374 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 13,684

売上債権の増減額（△は増加） 902,969 △958,691

たな卸資産の増減額（△は増加） 263,863 △640,450

仕入債務の増減額（△は減少） △363,909 1,819,645

その他 41,828 △92,122

小計 425,538 958,076

利息及び配当金の受取額 2,257 2,659

利息の支払額 △35,472 △28,254

法人税等の支払額 △38,503 △3,535

法人税等の還付額 141,522 32,408

その他の支出 △11,172 △8,872

営業活動によるキャッシュ・フロー 484,170 952,481

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △45,082 △49,968

投資有価証券の取得による支出 △686 △733

関係会社株式の売却による収入 5,724 －

短期貸付けによる支出 △150 －

短期貸付金の回収による収入 29,924 900

その他 △16,293 △16,790

投資活動によるキャッシュ・フロー △26,563 △66,592
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（単位：千円）

前第３四半期累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年12月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 160,000 －

短期借入金の返済による支出 △320,000 －

長期借入れによる収入 1,060,000 2,930,000

長期借入金の返済による支出 △2,057,500 △3,639,497

社債の発行による収入 － 489,460

配当金の支払額 △395 △108

その他 △233 △6,754

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,158,129 △226,899

現金及び現金同等物に係る換算差額 △3,217 △5,103

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △703,739 653,886

現金及び現金同等物の期首残高 1,206,558 955,845

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１
 502,818

※１
 1,609,731
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【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】
 

 
当第３四半期累計期間

(自　平成22年４月１日　至　平成22年12月31日)

会計処理基準に関する事項の変更 「資産除去債務に関する会計基準」等の適用

　第１四半期会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」(企業

会計基準第18号　平成20年３月31日)および「資産除去債務に関する会

計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31

日)を適用しております。

　これにより、当第３四半期累計期間の営業利益および経常利益は、そ

れぞれ1,209千円減少しており、税引前四半期純利益は、14,894千円減

少しております。

　また、当会計基準等の適用開始による資産除去債務の変動額は27,070

千円であります。

 

【表示方法の変更】
 

当第３四半期累計期間
(自　平成22年４月１日　至　平成22年12月31日)

(四半期損益計算書関係)

　前第３四半期累計期間において独立掲記しておりました「助成金収入」(当第３四半期累計期間5,402千円)は、

重要性が乏しくなったため、当第３四半期累計期間においては営業外収益の「その他」に含めて表示しておりま

す。

 

当第３四半期会計期間
(自　平成22年10月１日　至　平成22年12月31日)

該当事項はありません。

 

【簡便な会計処理】
 

 
当第３四半期累計期間

(自　平成22年４月１日　至　平成22年12月31日)

１　棚卸資産の評価方法 　当第３四半期会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略

し、第２四半期会計期間末の実地棚卸高を基礎として合理的な方法に

より算定する方法によっております。

　また、棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなも

のについてのみ正味売却価額を見積り、簿価切下げを行う方法によっ

ております。

２　固定資産の減価償却費の算定方法 　定率法を採用している資産については、事業年度に係る減価償却費の

額を期間按分して算定する方法によっております。

３　繰延税金資産及び繰延税金負債の算

定方法

　繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、第２四半期会計期間末

以降に経営環境等、かつ、一時差異等の発生状況に著しい変化がないと

認められるので、第２四半期会計期間において使用した将来の業績予

想やタックス・プランニングを利用する方法によっております。

 

【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

当第３四半期累計期間(自　平成22年４月１日　至　平成22年12月31日)

該当事項はありません。

 

【追加情報】

当第３四半期累計期間(自　平成22年４月１日　至　平成22年12月31日)

該当事項はありません。
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【注記事項】

(四半期貸借対照表関係)

 

当第３四半期会計期間末
(平成22年12月31日)

前事業年度末
(平成22年３月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計額

 2,222,817千円

※１　有形固定資産の減価償却累計額

 2,121,122千円

※２　手形割引高及び裏書譲渡高

　受取手形割引高 70,000千円

―――――――――

※３　四半期会計期間末日満期手形の会計処理について

は、手形交換日をもって決済処理しております。

なお、当第３四半期会計期間末日が金融機関の休

日であったため、次の四半期会計期間末日満期手

形が、四半期会計期間末残高に含まれております。

受取手形 1,439千円

支払手形 45,977千円

―――――――――

 

(四半期損益計算書関係)

前第３四半期累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日)

該当事項はありません。

当第３四半期累計期間(自　平成22年４月１日　至　平成22年12月31日)

該当事項はありません。

前第３四半期会計期間(自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日)

該当事項はありません。

当第３四半期会計期間(自　平成22年10月１日　至　平成22年12月31日)

該当事項はありません。

 

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

 

前第３四半期累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日)

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係(平

成21年12月31日現在)

現金及び預金勘定 502,818千円

　計 502,818千円

現金及び現金同等物 502,818千円
　

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係(平

成22年12月31日現在)

現金及び預金勘定 1,609,731千円

　計 1,609,731千円

現金及び現金同等物 1,609,731千円
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(株主資本等関係)

当第３四半期会計期間末(平成22年12月31日)及び当第３四半期累計期間(自　平成22年４月１日　至　平成22年12月

31日)

１　発行済株式の種類及び総数

株式の種類 当第３四半期会計期間末

普通株式(株) 32,624,000

 

２　自己株式の種類及び株式数

株式の種類 当第３四半期会計期間末

普通株式(株) 160,133

 

３　新株予約権の四半期会計期間末残高等

　　該当事項はありません。

 

４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

　　　該当事項はありません。

 

　(2) 基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期会計期間の末日後と

なるもの

　　　該当事項はありません。

 

５　株主資本の著しい変動

　　株主資本の金額は、前事業年度末日と比較して著しい変動がありません。
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(金融商品関係)

当第３四半期会計期間末(平成22年12月31日)

受取手形及び売掛金、支払手形及び買掛金、１年内返済予定の長期借入金及び長期借入金が、会社の事業の

運営において重要なものとなっており、かつ、前事業年度の末日に比べて著しい変動が認められます。

    (単位：千円)

科目
四半期貸借対照表

計上額
時価 差額 時価の算定方法

受取手形及び売掛金 2,490,518 2,490,518 ― (注１)

支払手形及び買掛金 3,273,531 3,273,531 ― (注２)

１年内返済予定の
長期借入金

1,625,996 1,636,008 10,012 (注３)

長期借入金 472,841 467,431 △5,409 (注３)

(注) １　受取手形及び売掛金の時価の算定方法

短期であるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。

２　支払手形及び買掛金の時価の算定方法

短期であるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。

３　１年内返済予定の長期借入金及び長期借入金の時価の算定方法

時価は、元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定して

おります。

 

(有価証券関係)

当第３四半期会計期間末(平成22年12月31日)

有価証券の四半期貸借対照表計上額その他の金額は、前事業年度の末日と比較して著しい変動がありませ

ん。

なお、当第３四半期会計期間において減損処理を行い、投資有価証券評価損31,663千円を計上しておりま

す。

 

(デリバティブ取引関係)

当第３四半期会計期間末(平成22年12月31日)

前事業年度末に締結していた金利スワップ取引の契約額のうち、1,000,000千円は９月30日に契約が満了い

たしました。
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(持分法損益等)

関連会社に関する事項

前第３四半期累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日)

該当事項はありません。

当第３四半期累計期間(自　平成22年４月１日　至　平成22年12月31日)

該当事項はありません。

前第３四半期会計期間(自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日)

該当事項はありません。

当第３四半期会計期間(自　平成22年10月１日　至　平成22年12月31日)

該当事項はありません。

 

開示対象特別目的会社に関する事項

 

当第３四半期累計期間
(自　平成22年４月１日　至　平成22年12月31日)

当社は、開示対象特別目的会社を有しておりません。

 

(ストック・オプション等関係)

当第３四半期会計期間(自　平成22年10月１日　至　平成22年12月31日)

該当事項はありません。

 

(企業結合等関係)

当第３四半期会計期間(自　平成22年10月１日　至　平成22年12月31日)

該当事項はありません。

 

(資産除去債務関係)

当第３四半期会計期間末(平成22年12月31日)

資産除去債務の四半期貸借対照表計上額その他の金額は、前事業年度の末日と比較して著しい変動が認め

られません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

(追加情報)

第１四半期会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号　平成21年３

月27日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第20号　平成20

年３月21日)を適用しております。

１　報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、単一の事業セグメントとしております。

これは、当社の製品及びサービスの製造、販売において、その製造過程や販売する市場、顧客もほぼ同じ種

類であり、業種特有の規制環境も同一であることから、１つの事業セグメントとすることが、過去の業績を理

解し、将来のキャッシュ・フローの予測を適切に評価でき、事業活動の内容及び経営環境に関して適切な情

報を提供しうるからであります。

また、この報告セグメントは、取締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検

討を行う対象となっているものであります。

当社は、栃木県足利市に唯一の生産のための工場を置き、その工場の生産設備を使って、工作機械を製造

し、国内外に販売しております。

したがって、生産設備、資産を製品ごとに区分することは、適切でなく、「工作機械事業」という単一の報

告セグメントとしております。

なお、機種別の詳細は、第２［事業の状況］１［生産、受注及び販売の状況］(3)販売実績をご参照くださ

い。

 

２　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

当第３四半期累計期間(自　平成22年４月１日　至　平成22年12月31日)

当社は、単一セグメントのため、記載を省略しております。

当第３四半期会計期間(自　平成22年10月１日　至　平成22年12月31日)

当社は、単一セグメントのため、記載を省略しております。

 

３　報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内

容(差異調整に関する事項)

当第３四半期累計期間(自　平成22年４月１日　至　平成22年12月31日)

当社は、単一セグメントのため、記載を省略しております。

当第３四半期会計期間(自　平成22年10月１日　至　平成22年12月31日)

当社は、単一セグメントのため、記載を省略しております。

 

４　報告セグメントの変更等に関する事項

当第３四半期累計期間(自　平成22年４月１日　至　平成22年12月31日)

該当事項はありません。
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５　報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

当第３四半期会計期間(自　平成22年10月１日　至　平成22年12月31日)

該当事項はありません。
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(賃貸等不動産関係)

当第３四半期会計期間末(平成22年12月31日)

賃貸等不動産の四半期貸借対照表計上額その他の金額は、前事業年度の末日と比較して著しい変動が認め

られません。

 

(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

 

当第３四半期会計期間末
(平成22年12月31日)

前事業年度末
(平成22年３月31日)

 97.57円  87.33円

(注)　１株当たり純資産額の算定上の基礎

 

項目
当第３四半期会計期間末
(平成22年12月31日)

前事業年度末
(平成22年３月31日)

純資産の部の合計額(千円) 3,167,603 2,839,226

普通株式に係る純資産額(千円) 3,167,603 2,839,226

差額の主な内訳(千円) 該当事項はありません。 該当事項はありません。

普通株式の発行済株式数(株) 32,624,000 32,624,000

普通株式の自己株式数(株) 160,133 112,242

１株当たり純資産額の算定に用いられた

普通株式の数(株)
32,463,867 32,511,758

 

２ １株当たり四半期純利益又は四半期純損失等

　　第３四半期累計期間

 

前第３四半期累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日)

１株当たり四半期純損失 10.86円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ―

１株当たり四半期純利益 10.03円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ―

(注) １　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２　１株当たり四半期純利益又は四半期純損失の算定上の基礎

 

項目
前第３四半期累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日)

四半期損益計算書上の四半期純利益又は
四半期純損失(△)(千円)

△353,027 325,931

普通株式に係る四半期純利益又は
四半期純損失(△)(千円)

△353,027 325,931

普通株主に帰属しない金額(千円) 該当事項はありません。 該当事項はありません。

普通株式の期中平均株式数(株) 32,515,384 32,491,289
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　　第３四半期会計期間

 

前第３四半期会計期間
(自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日)

当第３四半期会計期間
(自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日)

１株当たり四半期純損失 3.13円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ―

１株当たり四半期純利益 2.39円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ―

(注) １　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２　１株当たり四半期純利益又は四半期純損失の算定上の基礎

 

項目
前第３四半期会計期間
(自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日)

当第３四半期会計期間
(自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日)

四半期損益計算書上の四半期純利益又は
四半期純損失(△)(千円)

△101,703 77,712

普通株式に係る四半期純利益又は
四半期純損失(△)(千円)

△101,703 77,712

普通株主に帰属しない金額(千円) 該当事項はありません。 該当事項はありません。

普通株式の期中平均株式数(株) 32,514,663 32,476,635

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

 

(リース取引関係)

当第３四半期会計期間末(平成22年12月31日)

該当事項はありません。

 

２ 【その他】

第85期(平成22年４月１日から平成23年３月31日まで)中間配当については、平成22年11月11日開催の取締役会

において、これを行わない旨を決議いたしました。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

 

平成22年２月12日

浜井産業株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 

指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士　　田　　中　　文　　康　　㊞

 

指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士　　山　　口　　俊　　夫　　㊞

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている浜井産業株

式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第84期事業年度の第３四半期会計期間(平成21年10月１日

から平成21年12月31日まで)及び第３四半期累計期間(平成21年４月１日から平成21年12月31日まで)に係る四半期

財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸

表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを

行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査

の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、浜井産業株式会社の平成21年12月31日現在の財政状態、同日をもって

終了する第３四半期会計期間及び第３四半期累計期間の経営成績並びに第３四半期累計期間のキャッシュ・フロー

の状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

 
(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告書提

出会社)が別途保管しております。

２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

 

平成23年２月14日

浜井産業株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 

指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士　　藤　　原　　　　　明　　㊞

 

指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士　　山　　口　　俊　　夫　　㊞

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている浜井産業株

式会社の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの第85期事業年度の第３四半期会計期間(平成22年10月１日

から平成22年12月31日まで)及び第３四半期累計期間(平成22年４月１日から平成22年12月31日まで)に係る四半期

財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸

表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを

行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査

の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、浜井産業株式会社の平成22年12月31日現在の財政状態、同日をもって

終了する第３四半期会計期間及び第３四半期累計期間の経営成績並びに第３四半期累計期間のキャッシュ・フロー

の状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

 
(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告書提

出会社)が別途保管しております。

２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
 

EDINET提出書類

浜井産業株式会社(E01492)

四半期報告書

35/35


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容
	３関係会社の状況
	４従業員の状況

	第２事業の状況
	１生産、受注及び販売の状況
	２事業等のリスク
	３経営上の重要な契約等
	４財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析

	第３設備の状況
	第４提出会社の状況
	１株式等の状況
	(1)株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	(2)新株予約権等の状況
	(3)行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等
	(4)ライツプランの内容
	(5)発行済株式総数、資本金等の推移
	(6)大株主の状況
	(7)議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２株価の推移
	当該四半期累計期間における月別最高・最低株価

	３役員の状況

	第５経理の状況
	１四半期財務諸表
	(1)四半期貸借対照表
	(2)四半期損益計算書
	第３四半期累計期間
	第３四半期会計期間

	(3)四半期キャッシュ・フロー計算書
	四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更
	表示方法の変更
	簡便な会計処理
	四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理
	追加情報
	注記事項
	セグメント情報


	２その他


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

